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1. 研究の背景と目的 

 我が国の水道施設は戦後少しずつ整備が進み、高度経

済成長期と 1990年代に急速に整備された。今後これらの

水道施設の更新需要が増加してくる。また、給水人口・

水使用量が減少傾向にあり、水道事業を運営している自

治体は財政的に厳しい環境にある。そこで浄水場の更新

事業において官民連携手法の PFIと DBOが注目を集めて

いる。民間企業が活用される目的の 1つとして公営水道

のコスト削減がある。しかし、PFIと DBOを比較すると、

公共が資金調達を行い、事業費が安く見積もられる DBO

が採用されるケースが多い。 

 そこで本研究では、浄水場更新事業に着目し、事業手

法導入調査時のコスト削減の数値を重視して手法を決定

することが適切なのかを検討する。 

2. 浄水場更新事業における民営化の現状 

2.1. 水道事業の現状 

近年、節水機器の増加や井戸水の利用によって給水人

口が減り、かつ１人あたりの水使用量が減少している為、

水道公営企業が経営に苦しんでいる。図 1は過去の浄水

施設への投資額の推移である。水道施設の耐用年数は 40

年から 50 年なので、2020 年以降更新需要が増加してく

る。更新価格が同じ場合、2020年代は年間約 1500億円、

2040 年代には年間約 2500 億円の更新投資額を自治体は

確保しなければならない。 

 

図 1 浄水施設の投資額 

その財源確保のためにも官民連携で事業を行い経営の合

理化や民間企業の持つ高度な技術を導入する必要がある。 

2.2. 民間活力を利用した整備方式の特徴 

 官民連携手法の代表手法として、PFI と DBO の特徴を

比較する。PFI 手法は 4 つあるが、ここでは浄水場の整

備に多く利用されている BTO方式をとりあげる。（この為

PFIとは BTOを意味するものとする）PFIは民間企業が金

融機関からプロジェクトファイナンス（以下、PFと表す）

を利用して資金調達をするために、金融機関によるモニ

タリング機能が付く。同時に発注者と金融機関が直接協

定を結ぶ事によって金融機関は事業への介入権を持つ。

建設と運営の資金を事業者へ割賦払いにするので投資額

が平準化される。DBO は自治体が起債や一般財源などか

ら資金調達をするために比較的金利が低くなり総事業費

を抑えられる。金融機関による経営監視はないので外部

に委託する場合もある。また建設資金を一括払い、運営

資金は均等払いで事業者に支払われる。PFI・DBO共に DB

方式（従来方式）とは異なり長期の契約になる。 

表 1 PFI（BTO）・DBO・DBの比較表 

 
PFI（BTO） DBO DB 

建設資金の 

調達 
SPCが PFを行う 

自治体が 

起債をする 
左に同じ 

施設の所有権 SPCから自治体 自治体 左に同じ 

自治体が行う 

資金の支払い 

建設と運営の 

資金を均等 

建設資金→一括 

運営資金→均等 
左に同じ 

運営組織 SPC SPC 別企業 

運営の 

契約期間 

長期 

（15～20年） 

長期 

（15～20年） 

短期 

（3～5年） 

経営監視 
融資した 

金融機関 

外部委託 

（不明確） 
なし 

※PFI（BTO）と DBOは建設資金の調達に国からの補助金もある 

※SPCとはその事業の為に設立された会社 

2.3. 浄水場更新事業における PFI・DBOの導入状況 

 浄水場の更新事業で民間企業を活用している例がある

が、現状PFIよりもDBOで行う事業数が増えてきている。

2000 年以降の浄水場更新事業数を手法別に調べると DB

方式 13件（52％）、DBO方式 9件（36％）、PFI方式 3件

（12％）の割合になっている。総務省の集計したデータ

によると DBOが多い理由として、官民連携手法の導入す

る時の重視する点は総事業費がどれだけ圧縮できるかで

という点であった。なので、DBO が採用されるケースが

多くなっている。そこで、PFI で行っている事例もある

ので、DBOと比較して問題点を明確にする。 

3. 民営化された浄水場の事例 

 ここでは民営化手法を用いた代表的な事例をヒアリン

グ調査結果もふまえて紹介する。 

3.1. 川井浄水場（PFI） 

浄水場全体の更新を日本で初めて PFI方式で行った事

例。更新費用が高いため、PFIにして割賦払いを選んだ。

膜ろ過技術という新しい技術を利用する為に、民間企業

に設計から運営まで委託した。協力会社が SPCと契約を

している点が SPCに有利に働くのではないか、などの疑

問点があったのでヒアリング調査を行った。



 
図 2 川井浄水場事業スキーム 

横浜市水道局の方にヒアリングを行った。SPC が事業

の協力会社に設計・工事監理を委託するが、SPC がその

後 20 年間の施設の責任を負う為に審査が甘くなる事は

ない。自治体に監理者を雇うコストがかからない。金融

機関によるモニタリングや事業介入権がある事は事業の

健全性が保たれる重要な要素であるが、現状、事業が健

全に行えている為、事業介入権が利用されたことはない。 

3.2. 長門川水道企業団（DBO?） 

 東日本初の DBO手法で浄水場の更新を行った事例であ

るが、詳細な情報がなく現地にヒアリング調査を行った。 

長門川水道企業団の方にヒアリングを行った。運転管

理業務の包括委託をし、修繕・更新の必要な個所を洗い

出した後に、電気系統と機械系統の設計・修繕等の DB

契約を公告。DB契約と運転管理の受託者が結果的に同じ

になったので、DBO 契約に変更した。水質汚濁により日

に何度も薬品注入率を変える事がある為に、浄水場運営

経験のある技術者が必要になる。 

 
図 3 長門川水道企業団事業方式 

事前調査では DBOとなっていたが、包括委託になるの

で他の DBOの事例として大牟田市・荒尾市のありあけ浄

水場にメールでヒアリング調査を行った。 

3.3. ありあけ浄水場（DBO） 

 市は浄水場を所有しておらず、技術者不足。導入調査

において、DBOが PFIよりも優位だった為、DBOが採用さ

れた。事例調査での不明確な点（工事監理・経営監視等）

を解消する為にメールでヒアリング調査を行った。 

工事監理は、自治体は市の監査員と職員数に限りがあ

るので外部のコンサルタントの一部支援を受けて行い、

事業者は構成員の中に設計企業の参加を義務付け、工事

監理を実施させた。SPC が債務超過に陥った場合、出資

者には出資割合に応じて追加出資または劣後融資に応じ

るよう基本契約を締結している。 

 
図 4 ありあけ浄水場事業スキーム 

4. PFIと DBOの比較 

以上の調査結果より両手法を比較しまとめた。 

4.1. 工事監理に関して 

 PFIは事業者が工事監理者を用意するが、DBOは、直営

で行う場合と外部のコンサルタントに委託して工事監理

を行う。職員数に限りがある事や、技術者が不足してい

る場合がある。外部に委託する場合は個別で業務委託を

結ぶので DBO契約とは別にコストがかかることになる。 

4.2. 事業資金の調達金利に関して 

 DBO の方が低金利で事業資金を調達できるので事業費

を削減できる。金利が低い理由として、自治体には破綻

するリスクがない事が挙げられる。しかし PFIの場合、

SPC は担保を持っていない為に PF によって融資を得る。

その結果、資金の回収リスクの増加に比例して金利が高

くなる。また民間企業には破綻するリスクがあるのも金

利が高くなる理由の 1つだ。 

4.3. 経営監視に関して 

 PFIにはPFを行った金融機関と自治体による2重の経

営監視が行われる。また介入権によって仮に SPCが事業

を健全に行えない場合、金融機関が主導になって他の企

業に SPC を建て替えることが可能になる。DBO にはこの

役割を果たす組織がない。ありあけ浄水場のように SPC

が債務超過に陥った場合に追加出資させるなどの契約が

あるが、SPCの破綻リスクが回避されるわけではない。 

5. 考察 

 PFI には事業者が工事監理者を用意するので他で業務

委託する必要がなく、自治体の職員にも負担がかからな

い。また金融機関による経営監視と介入権によって SPC

と事業全体の健全性も確保される。その点、DBO にはそ

のリスクを解消できるだけの仕組みがない。コストより

も事業リスクを考えると PFIの方が優れていると考えら

れる。しかし、現地調査した例を考慮すると事業規模や

地域の特色によって PFIには適さない例もある。それら

を考慮した上での官民連携手法の導入が必要だ。 

6. 今後の課題 

実際に SPCに対して金融機関が事業介入権を使用した

例が未だ存在しないので、実際に機能するのかどうかが

検討するべき課題となる。 
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